
建設工事における労働災害防止対策

令和４年10月
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昭和 平成

死亡災害報告より作成
※平成23年は東日本大震災を直接の原因と
する死亡者を除いた数

昭和４３年から令和２年（５０年間）の減少幅

【全産業】 【建設業】 【製造業】
１／７ １／９ １／９

令和

死亡災害発生状況の推移
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全産業
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昭和

平成23年までは労災保険給付データ及び労働
者死傷病報告（労災非適）より作成
平成24年以降は労働者死傷病報告より作成

※１ 休業4日以上の死傷者数
※２ 平成23年は東日本大震災を直接の原因
とする死傷者を除いた数

死傷災害（休業4日以上）も着実に減少

令和

死傷災害発生状況の推移
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（125,115人）

（人） （人）

R２ R３ R２ R３

その他

製造業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

死亡者数 休業４日以上の死傷者数

867人
（778人）

978人

149,918 人
（130,586人）

120,460人

出典：労働者死傷病報告
出典：死亡災害報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

令和３年 業種別労働災害発生状況（確定値）

○ 令和３年１月１日から12月31日までに発生した労働災害について、令和４年４月７日までに報告があったものを集計したもの
○ 第13次労働災害防止計画において、平成29年と比較して令和４年までに死亡者数は15％以上の減少、死傷者数は５％以上の減少を掲げている。

H29 H29

802人
（784人）

＋18,762人(＋14.3％)

林業

＋65人(＋8.1％)

※（）内は新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。
新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害発生状況は以下のとおり。
（死亡者数）令和３年 89人、令和２年 18人、（休業４日以上の死傷者数）令和３年 19,332人、令和２年 6,041人 3



転倒
33,672 
22.5%

墜落・転落
21,286 
14.2%

動作の反動、
無理な動作

20,777 
13.9%

はさまれ・
巻き込まれ

14,020 
9.4%

切れ・こすれ
7,638 
5.1%

交通事故（道路）
7,079 
4.7%

その他
45,446 
30.3%

令和３年 事故の型別労働災害発生状況（確定値）

休業４日以上の死傷者数死亡者数

出典：労働者死傷病報告出典：死亡災害報告

867人（前年比＋ 8.1%）

墜落、転落
217

25.0%

交通事故（道路）
129

14.9%

はさまれ、巻き込まれ
135

15.6%

激突され
62

7.2%

崩壊・倒壊
42

4.8%

飛来・落下
38

4.4%

その他
244

28.1%

149,918人（前年比＋ 14.3%）
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墜落・転落
110

38.2%

崩壊・倒壊
31

10.8%
はさまれ・巻き込まれ

27
9.4%

交通事故（道路）
25

8.7%

激突され
19

6.6%

その他
76

26.4%

建設業
288

33.2%

第三次産業
241

27.8%

製造業
137

15.8%

陸上貨物運送事業
95

11.0%

その他（農業、畜産・水産業等）
106

12.2%

建設業における労働災害の発生状況

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H30/R

1
R2

死亡災害 430 371 365 342 367 342 377 327 294 323 309 269 258

墜落・転落災害 172 147 159 154 157 160 148 128 134 135 136 110 95

建設業における死亡災害数、そのうち墜落・転落災害による死亡災害数 （資料出所：死亡災害報告(厚生労働省））

死亡災害の業種別内訳（令和３年）

建設業における墜落・転落災害防止については、災害防止計画
（注1）

の最重点対策として、取り組んでいる。

（注１）労働安全衛生法に基づく「第13次労働災害防止計画」（平成30年度～令和4年度）において、計画の重点事項の一丁目一番地に「建設業における
墜落・転落災害等の防止」を位置づけ、死亡者数を平成29年と比較して、令和4年までに15％以上減少させることを目標としている。

建設業の死亡災害の事故の型別内訳（令和３年）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H30/R

1
R2

死傷災害 17,073 17,189 17,184 15,584 15,058 15,129 15,374 15,183 14,977

墜落・転落災害 5,892 5,983 5,941 5,377 5,184 5,163 5,154 5,171 4,756

建設業における死傷災害数、そのうち墜落・転落災害による死傷災害数 （資料出所：労働者死傷病報告より作成(厚生労働省））

R3 前年比較 Ｈ29年比較

16,079
+1,102人
7.4％増加

+950人
6.3％増加

4,869
+113人

2.4％増加
▲294人

5.7％減少

R3 前年比較 Ｈ29年比較

288
+30人

11.6％増加
▲35人

10.8％減少

110
+15人

15.7％増加
▲25人

29.6％減少

867人 288人
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令和３年一人親方等の死亡災害発生状況概要

＊厚生労働省調べ（都道府県労働局・労働基準監督署が把握したものを集計）

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（38名）、役員（４名）、家族従事者（１名）である。

＊死亡者数。( )内は令和２年数値。

※表２の「墜落・転落」の起因物は、主なものを抜粋。

一人親方とは、労働者を使用しないで土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復、修理、変更、破壊もしくは、解体
またはその準備の事業（大工、左官、とび職人など）等の事業を行うことを常態とする方であり、一人親方等とは、これに加えて中小事
業主、役員、家族従事者を含みます。
このため、一人親方等は労働者ではありませんので、労働災害統計の「死亡災害発生状況」には含まれません。

6

表１．工事の種類別 災害発生状況

一人親方等

一人親方

土木工事 11 (  8 ) 3 (  2 )

建築工事 62 ( 65 ) 38 ( 42 )

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事 6 ( 14 ) 4 (  9 )

木造家屋建築工事 22 ( 23 ) 16 ( 16 )

その他の建築工事 34 ( 28 ) 18 ( 17 )

その他の建設工事 18 ( 16 ) 9 ( 11 )

分類不能・不明 3 (  8 ) 1 (  2 )

総計 94 ( 97 ) 51 ( 57 )

表２．事故の型別／起因物別 災害発生状況

一人親方等

一人親方

墜落、転落 62 ( 63 ) 38 ( 44 )
足場 17 ( 13 ) 11 ( 10 )

屋根、はり、もや、けた、合掌 15 ( 20 ) 10 ( 15 )

はしご等 11 (  8 ) 7 (  5 )

建築物、構築物等 3 (  9 ) 1 (  5 )

作業床、あゆみ板 3 (  4 ) 1 (  4 )

掘削用機械 3 (  2 ) 1 (  1 )

崩壊、倒壊 7 (  4 ) 1 (  1 )

激突され 6 (  1 ) 1 (  1 )

飛来、落下 4 (  3 ) 3 (  0 )

はさまれ、巻き込まれ 3 (  5 ) 2 (  1 )

転倒 3 (  3 ) 1 (  1 )

その他 9 ( 18 ) 5 (  9 )

合計 94 ( 97 ) 51 ( 57 )



（労働災害の発生状況）
死亡災害：978人、前年同期比5.4％増（平成29年確定値）
死傷災害：120,460人、同2.2%増（平成29年確定値）

（第13次労働災害防止計画の目標）
○ 全体目標
死亡災害：15％以上減少
死傷災害：５％以上減少

○ 業種別目標
建設業、製造業、林業：死亡災害を15％以上減少
陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店：
死傷災害を死傷年千人率で５％以上減少

○ その他の目標（括弧内に現状を記載）
・仕事上の不安・悩み・ストレスについて、職場に事業場外資源を含め
た相談先がある労働者の割合を90％以上（71.2％：2016年）

・メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上
（56.6％： 2016年）

・ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割
合を60％以上（37.1％： 2016年）

・化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（GHS）による分
類の結果、危険有害性を有するとされる全ての化学物質について、
ラベル表示と安全データシート（SDS）の交付を行っている化学物質
譲渡・提供者の割合を80％以上（ラベル表示60.0％、SDS交付
51.6％： 2016年）

・第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を2017年
と比較して2022年までに死傷年千人率で５％以上減少

・職場での熱中症による死亡者数を2013年から2017年までの５年間と
比較して、2018年から2022年までの５年間で５％以上減少

第13次労働災害防止計画について

安全衛生を取り巻く状況と計画の目標 第13次労働災害防止計画の重点事項ごとの具体的取組

○ 死亡災害の撲滅を目指した対策の推進
・建設業における墜落・転落災害等の防止
・製造業における施設、設備、機械等に起因する災害等の防止
・林業における伐木等作業の安全対策

○ 過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進
・労働者の健康確保対策の強化
・過重労働による健康障害防止対策の推進
・職場におけるメンタルヘルス対策等の推進

○ 就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進
・災害の件数が増加傾向にある又は減少がみられない業種等への対応
・高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者である労
働者の労働災害の防止

○ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進
・企業における健康確保対策の推進、企業と医療機関の連携の促進
・疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり

○ 化学物質等による健康障害防止対策の推進
・化学物質による健康障害防止対策
・石綿による健康障害防止対策
・電離放射線による健康障害防止対策

○ 企業・業界単位での安全衛生の取組の強化
・企業のマネジメントへの安全衛生の取込み
・労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
・企業単位での安全衛生管理体制の推進

○ 安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進
・安全衛生専門人材の育成
・労働安全・労働衛生コンサルタント等の事業場外の専門人材の活用

○ 国民全体の安全・健康意識の高揚等
・高校、大学等と連携した安全衛生教育の実施
・科学的根拠、国際動向を踏まえた施策推進 7
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１．目的
○ 労働災害防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健康を確保す
ることを目的とする。

２．事業者、労働者の責務
○ 最低基準の遵守のみならず、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と
健康を確保することを事業者の責務として規定。

○ 労働災害防止のための必要な事項を守ること等を労働者の責務として規定。
○ 建設工事の請負契約の注文者等が、施行方法、工期等について、安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれ
のある条件を附さないように配慮することを規定。

３．労働災害防止計画
○ 厚生労働大臣は、労働政策審議会の意見を聴いて、労働災害防止のための主要な対策に関する事項等を定
めた計画を策定しなければならない。

４．安全衛生管理体制
○ 安全衛生管理のため、総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任や安全委員会・衛生
委員会等の設置を義務付け。

５．事業者等の講ずべき措置
○ 労働災害を防止するために事業者が講ずべき具体的措置（※）として、以下を規定。
・ 危険防止措置や健康障害防止措置
・ 健康保持増進措置
・ リスクアセスメント（危険性・有害性等の調査等） 等

○ 元方事業者等による関係請負人の労働者の労働災害防止のための措置
○ 危険な機械等や危険・有害な化学物質に関する規制

６．その他
○ 労働基準監督官等による監督等

※ 詳細な内容については、法律に基づき、労働安全衛生規
則等において網羅的に規定。

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）の概要

9



元請・下請事業者の労働者の混在作業による労働災害を防止するための連絡調整、指導、設備・機械等の安全確保元請事業者

施工方法、工期等について、労働安全衛生を損なうおそれのある条件を附さないよう配慮等発注者

有
資
格
者
・作
業
主
任
者※

１

の
配
置
（就
業
制
限
等
）

特
別
教
育※

２
等
安
全
教
育

高所作業の安全対策

工事用仮設物の安全対策

工
事
の
計
画
の
届
出

事業者
（下請事業者）

労
働
安
全
衛
生
法

労働基準監督官等による監督等国

建設機械等の安全対策

掘削作業等の安全対策

• 墜落・転落災害防止対策 墜落転落災害防止対策の充実強化、フルハーネス型等、適切な墜落制止用器具の使用の徹底

• オリパラ施設工事における対策 安全衛生対策協議会を通じた労働災害防止対策の徹底

• 解体工事対策 解体工事の安全対策、アスベスト暴露防止対策

• 建設職人基本法に基づく対策 一人親方等に対する安全衛生教育の実施、中小建設業者の安全衛生管理能力の向上支援等

労働安全衛生法での建設業の安全対策

※１ 移動式クレーン運転士免許、足場の組立等作業主任者 等
※２ ずい道等の掘削、覆工等の業務に係る特別教育 等第１３次労働災害防止計画※3での重点対策

※３ 労働安全衛生法第６条に基づき、厚生労働大臣が定める５カ年計画。第13次の計画は平成30年度から平成34年度まで

建設業における安全対策の概要
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請負契約

建設業に係る安衛法令の体系（参考）

元方事業者

発注者

○関係請負人が労働安全衛生法令に違反しないよう指導（法第２９条）

○重層下請による労働者の混在作業によって生ずる労働災害防止のため、
• 協議組織の設置・運営、作業間の連絡・調整、作業場所の巡視
• 関係請負人が行う安全衛生教育に対する指導・援助等の実施（法第３０条）

○（請負人の労働者に使用させる場合の）足場、クレーン等の安全確保（法第３１条）

①施工方法、工期等について、労働安全衛生を損なうおそれのある条件を附さないよう配
慮（法第３条第３項）

②一の場所で、二以上の元請事業者に請け負わせている（分割発注）場合、元請事業者の
うちから、統括安全衛生管理を講ずべき者を指名（法第３０条第２項）

発注者の義務

元方事業者等の義務

労働者
○機械等の安全対策（クレーン、玉掛け、車両系建設機械、車両系荷役運搬機械 など）
○足場、通路、作業構台などの安全対策（墜落・転落防止対策など）
○危険物・有害物による危険・健康障害防止対策（化学物質の管理、ばく露防止など）
○リスクアセスメントの実施
○労働者への安全衛生教育（雇入れ時教育、特別教育など）
○健康診断の実施（一般健康診断、特殊健康診断）など

一人親方１次下請
け業者労働者を雇う事業者の義務

2次下請
業者

発
注
契
約

請
負
契
約

建設現場では、関係請負人が輻輳して作業を行うという特殊性から、発注・請負関係に基づ
き、発注者や元方事業者にも危険を防止するための措置として、受注者に対する配慮、関係
請負人に対する指導、協議組織の設置などを義務付けている。

労働者

関係請負人



１ 足場等からの墜落・転落防止対策
２ はしご 等からの墜落・転落防止対策
３ 墜落制止用器具の適切な使用
４ 建設工事の現場等における荷役災害防止対策

５ 転倒災害の防止
６ 交通労働災害防止対策
７ 建設工事の現場等で交通誘導等に従事する
労働者の安全確保

８ 車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防
止対策

９ 専門工事業者等の安全衛生活動支援事
10 高年齢労働者等の労働災害の防止
11 外国人労働者に対する労働災害防止対策
12 一人親方等の安全衛生対策
13 自然災害 の復旧・復興工事における労働災
害防止対策

14 伐木等作業の安全対策
15 安全な建設機械の普及
16 建設工事関係者連絡会議の運営等
17 建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

令和４年度 建設業における安全衛生対策 【概要】

１．安全対策

１ 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用
２ 建設業における安全衛生教育の推進
３ 各種ガイドライン等に基づく安全衛生対策の推進

３．共通的な対策等

（関連通達）
「令和４年度における建設業の安全衛生対策の推進につ
いて（要請）」（R3.3.30付け基安安発0330第２号、基安労発
0330第１号、基安化発0330第１号）

１ 職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策

２ 熱中症対策
３ じん肺予防対策
４ 騒音障害防止対策
５ 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進
５ 剥離剤による健康障害防止対策
６ 化学物質による健康障害防止対策
７ 石綿健康障害予防対策
８ 危険有害な作業を行う場合の請け負わせる一人
親方等への措置

２．労働衛生対策・化学物質対策

⇒下線部の項目について、次ページから説明 12



・ 建設業では依然として墜落・転落災害が多発しており、災害による死亡者の約4
割、死傷者の約3割を占めている。
・ 特に足場からの墜落・転落災害を防止するためには、労働安全衛生法令の遵守
と併せて、墜落防止効果の高い手すり先行工法などの「より安全な措置」等（※）
を一層普及していく必要がある。
・ 現在、厚生労働省では、「建設業における墜落・転落防止対策の充実強化に関する実
務者会合」を開催し、墜落・転落災害防止に係る実効性のある対策の検討を行っており、
今後、検討結果等を踏まえ、墜落・転落災害防止に係る実効性のある対策について普
及を図る必要がある。

・ 「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」に基づき、平成 29年
に閣議決定された「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画」に
おいても、災害の撲滅に向けて、一層、実効性のある対策を講ずることとされており、同
計画においても対応を求められている。

（※）「より安全な措置」等は「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」（安全衛生部長
通達）で示している措置

②研修会の開催
（全国47カ所、WEB）

•手すり先行工法等の「より安
全な措置」

•足場の組立図の作成
•足場点検の手法等を周知
し、普及させるための研修会
を開催。

•説明資料の周知

①現場の診断・支援
（全国400現場）

•建設現場を訪問し、設置され
ている足場の安全措置につい
て診断。

•診断結果に基づき手すり先行
工法等の「より安全な措置」等
について技術的な助言・指導。

•説明資料の周知の周知

（事業概要）

安全な足場の普及により、足場からの墜落・転落災害が減少

手すり先行工法とは、足場の組立

時に作業床に乗る前に適切な手す

りを先に設置し、かつ、解体作業時

にも作業床を取り外すまで手すりを

残しておく工法。

（参考）手すり先行工法とは

墜落・転落災害等防止対策推進事業 （※）平成23年度から実施

③説明資料の作成（25万部）

建設業における死亡災害数及び墜落・転落災害の内数

建設業の死亡災害のうち
、墜落・転落災害は4割
弱（37％）を占めている。

令和２年の建設業における事故の型別内訳（死亡）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H30/

R1
R2

430 371 365 342 367 342 377 327 294 323 309 269 258

墜落・転落災害 172 147 159 154 157 160 148 128 134 135 136 110 95

死亡災害

（1－1関係）
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「墜落・転落」×「はしご等」災害に対する対策（建設業）

墜落、

転落

32.1%

はさまれ、巻き込まれ

11.3%転倒

11.3%

その他

45.4%

事故の型（建設業）

⇒墜落、転落災害のうち、「はしご等」の災害に対する対策が必要！！

①「はしごや脚立からの墜落・転落災害をなくしましょう」のリーフレット（H29.3)を活用し、はしご等からの墜落・転落
災害を発生させた事業者に対する再発防止対策の構築を指導

②リーフレット（チェックリスト形式）（R3.3）を活用した自主点検の促進

（参考）本省：令和３年度行政要請研究「低所（２ｍ未満）からの墜落による頭部等への衝撃に関する研究」を実施
→結果がとりまとまり次第、対策等を検討する予定

はしご等

29.7%

足場

13.5%
屋根、はり、もや、

けた、合掌

12.5%

トラック

10.0%

建築物、構築物

6.4%

その他

27.9%

起因物

（建設業×墜落転落）

《労働災害統計（令和元年確定値）》

14

（1－2関係）

• 建設関係者から、はしご等からの墜落・転落災害が多発しているという声あり

• 建設業の休業４日以上の労働災害のうち、「墜落・転落災害」が全体の３割を超え、そのうち「はし
ご等」とする災害は、３割程度となり、「足場」の２倍程度である。

• 災害が発生すると骨折等の重傷を負い、療養期間も長期化しやすい

• 負傷箇所が「頭蓋部」「頚部」で死亡災害が発生しやすい。

• 平成29年時点においても業種全体として、対策の必要な分野として、対策を求めてきたが、はしご
等からの墜落転落災害の減少傾向は見られていない。 （平成23～27年（平均）23％、令和元
年23％）

建設業休業４日以上の労働災害「墜落転落」×「はしご等」

災害が発生すると療養は長期化、負傷箇所によっては死亡災害につながる

業種全体における「墜落転落」×「はしご等」

「はしご等」からの墜落転落が多いという現場の感覚

14



「墜落・転落」×「はしご等」災害に対する対策（建設業）
（1－2関係）

15



「転倒」災害に対する対策①
（1－5関係）

16



「転倒」災害に対する対策②
（1－5関係）
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 車両系建設機械を運転中に機械と一緒に墜落・転落し、運転者が死亡した災害が、令和３年に10件発生してい

る。すべての災害が不安定の場所から崖下、河川、調整池等に墜落・転落したものであった。

 労働者に車両系建設機械を使用させる場合は、安衛則に基づき、運行経路等を示した作業計画を定め、関係労働

者に周知するとともに、転倒又は転落により労働者に危険が生じるおそれのある場合は、誘導者を配置するなど、

必要な安全対策を講じること。

ドラグ・ショベルが山道から転落

ドラグ・ショベル（機体質量1.5t、履帯全幅1m、以下「ＤＳ」と

いう。）を用いた掘削作業をＡの指示のもと行っていたが、作

業終盤にＡがその場を離れた直後、ＤＳごと路肩から谷側に

転落し、ＤＳから振り落とされ、ＤＳの下敷きになって死亡し

た。山道は幅員1.6mでコンクリート舗装されていたが、約8度

勾配があった。

・車両系建設機械の転落の防止措置を講じること。

・車両系建設機械を使用するときには常時誘導者を配置する
こと

土砂の除去作業中に路肩から転落

原石の積み込み場から約70mの高さのところにＤＳ2台を乗り入れ

て、堆積土砂を崖下に落とす作業をしていたところ、被災者がＤＳ

ごと崖下に転落し、ＤＳから投げ出され死亡した。崩壊しやすい状

態にあった路肩に近寄りすぎてＤＳごと約70m下に転落したものと

推定される。

対
対策対策

作業計画なし作業計画なし

車両系建設機械等を運転中の墜落・転落防止対策
出所：職場の安全サイト

・車両系建設機械の転落の防止措置を講じること。

・車両系建設機械を使用するときには常時誘導者を配置する
こと

（1－８関係）
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外国人労働者が安全で安心して働く職場環境の整備が喫緊の課題
→ 外国人労働者に対して適切な安全衛生教育等が実施できるよう事業者に対する指導・支援が必要

※令和元（平成３１）年度実施

外国人労働者向け安全衛生教育用教材の作成

リーフレット・視聴覚教材等の作成（建設業）

特定技能外国人労働者の受入れ11業務に関連する主な作業（約50作業）について、日本語のほか10言語でリーフレット・視聴覚教材を作成。
※ 建設業では、①型枠施工業務、②左官業務及び内装仕上げ業務、③コンクリート圧送業務、④トンネル推進工業務、建設機械施工業務及び土工
業務、⑤屋根ふき業務、⑥電気通信業務、⑦鉄筋施工業務及び鉄筋継手業務の7業務で教材を作成。
各業務ごとにそれぞれの業務で実施される作業のテキスト（5作業程度）と共通テキスト（建設現場一般、メンタルヘルス対策、熱中症対策、電離放
射線障害防止対策）を作成。

【言語】10言語 （英語、中国語、ベトナム語、タガログ語、カンボジア語、インドネシア語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語及びモンゴル語）
・建設業に従事する外国人労働者向け教材（厚生労働省ＨＰ）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10973.html#JAPANISE

建設業における外国人労働者の安全衛生対策の確保

○2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた競技施設の建設や、首都圏を中心としたインフラ整備、再開発等の建設投資が増大。

○一方、新卒者は建設業にそれほど入職せず、若年労働者は減り続けている。

○この不足を補うために「外国人建設就労者」の就労が進んでいる。

○これに伴い、労働者死傷病報告で把握できた外国人労働者の労働災害は増加傾向。

○平成31年４月に、新たな在留資格（特定技能）が創設され、建設業を含む14分野（※）で外国人材の受入れが始まり、一層、外国人労働者の労働災害防止
対策の推進が必要。

（※）介護業、ビルクリーニング業、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設業、造船・舶用工業、自動車整備業、航空業、宿泊業、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業

（1－11関係）
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○「建設業の一人親方に対する安全衛生教育支援事業」（委託事業）の実施（平成30年度～）

・一人親方に対する安全衛生教育（研修会）の実施（平成30年度～）

令和２年度実績：全国で開催21回、受講者数736人

令和３年度（予定）：受講者数630人程度

・ 現場への巡回指導（令和元年度～）

令和２年度実績：2,066現場

令和３度（予定）：年間2,400人日（指導員の活動）

※上記に併せて、①一人親方に対する安全衛生教育用テキストの作成、②一人親方向けに、安全衛生対策のポイントをま
とめたパンフレット（１０万部）の作成・配布

・ 一人親方に多い作業内容での安全のポイント
・ 一人親方が発生させる可能性が高い災害事例などを掲載

≪一人親方等の死亡災害発生状況≫ ≪安全衛生教育用テキスト≫
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一人親方に対する安全衛生に関する知識習得等の支援について
（1－12関係）
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高度な安全機械等の導入の支援

 近年の技術の進展に伴い、事故の防止をサポートする様々な技術開発が行われている。
 産業現場の車両系機械等においても、高度な安全機能を有する機械等（高度安全機械等）の開発が進められているが、これ

らの中でも特に労働災害の防止に有効な機械等の活用を推進していくことにより、労働災害の減少が期待される。
 しかし、資力の乏しい中小企業においては、これらの導入は困難であることから、中小企業に対し、これらの導入に要する費

用の一部を補助する。

建設業労働
災害防止協会

高度安全機械等
導入事業者
（中小企業）

補助金

補助率1/2

補助対象の費用
高度安全機械等を導入するために要する費用
高度な安全機能を有する車両系機械等（上限200万円の1/2）

指定された対象機械等を導入する事業者を審査の
上、交付決定

・高度な安全機能を有する機械等を指定

（1－15関係）
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騒音障害防止ガイドラインの改正

厚生労働省では、1992年にガイドラインを定め、騒音障害の防止に努めているが、「騒音

性難聴」は、建設業を中心に未だ後を絶たない。

10年間で約3,000件認定

（２－４関係）
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騒音障害防止ガイドラインの改正

• 1992年に制定された現行ガイドラインは、ハイリスク作業場を具体的に列挙し必要な対策を網羅して

いる。等価騒音レベル85dB(A)以上となる可能性のある作業場に対する措置を定めているが、次の

ような課題がある。

1 .対象作業場について 2 .  騒音レベルの把握について

3 .聴力検査について 4 .騒音防止用保護具について

・別表第１/別表第２に掲げる60の作業場のい

ずれかを有する事業者のみが対象。

・1980年ごろまでに把握されたハイリスク作業場

（等価騒音レベル85dB(A)以上となる可能性が

高い作業場）に限定されている。

・製造業の作業場が特に多く含まれているな

ど、業種に偏りがある。

・一次検査における聴力検査で、軽度の聴

力低下を把握しきれない可能性がある。

・二次検査における聴力検査で、難聴の初

期兆候を正確に把握できない可能性があ

る。

・騒音レベルの測定が行われていない作業場

が多く存在する。

・屋外作業場や移動作業では、定点測定による

騒音ばく露レベルの把握が困難な場合がある。

・騒音防止用保護具の選定、着用に関する基準

が明確でない。

・2020年に見直された聴覚保護具に関するJISに

対応していない。健 康 診断

令和４年度にガイドライン改正予定

（1－12関係）
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最高裁判決を踏まえた一人親方等の保護に関する法令改正について

省令改正の基本方針

○ 建設作業で石綿（アスベスト）にばく露し、肺がん等に罹患した元労働者や一人親方が、国を相手取り、
規制が十分であったかが争われた「建設アスベスト訴訟」の最高裁判決において、石綿の規制根拠である
安衛法第22条は、労働者だけでなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣旨との判断がされた。こ
れを踏まえ、同条に基づく省令の規定について、以下の方針で改正した。

危険有害な作業を行う事業者は、以下の措置を講じなければならないこととする。

① 労働者以外の者にも危険有害な作業を請け負わせる場合は、請負人（一人親方、下請業者）に対して
も、労働者と同等（※）の保護措置を実施すること。

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（他の作業を行っている一人親方や他社の労働者、資材搬入業
者、警備員など、契約関係は問わない）に対しても、労働者と同等（※）の保護措置を実施すること。

○ 安衛法第22条に基づいて規定されている計11の省令（石綿障害予防規則、有機溶剤中毒予防規則、特定
化学物質障害予防規則など）を改正した。

元請（ゼネコン）

同じ作業場所にいる
・一人親方
・他社の労働者
・資材を搬入する業者
・警備員 など

保護措置同じ作業場所にいる
自社の労働者

保護措置

危険有害作業

労働者 請負人（一人親方、下請業者）

同じ作業場所
※赤色が新たに義務付ける措置

保護措置 保護措置

事業者

（※）事業者は、一人親方等に対して指揮命令関係にないことなどから、同一の措置は困難な場合、それに代わる措置を求めることとする。

請負契約

②

①

（２－８関係）
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保護対象の見直し

改正方針の具体的内容

① 危険有害な作業を請け負う請負人（一人親方、下請業者）に対する保護措置の主な内容

② 同じ作業場所にいる労働者以外の者（一人親方など）に対する保護措置の主な内容

労働者に対する措置
（現行法令の規定内容）

請負人に対する措置
（新たに追加する規定内容）

有害物の発散防止の装置等の稼働 作業中に稼働させる義務
請負人のみが作業する時も稼働させる、
使用を許可する等配慮する義務

マスク等の保護具の使用 保護具を使用させる義務
保護具の使用が必要である旨を周知
する義務

安全確保のための作業方法の遵守 作業方法を遵守させる義務
作業方法の遵守が必要である旨を周
知する義務

作業終了時の身体の汚染除去等 汚染を除去させる義務
汚染除去が必要である旨を周知する
義務

労働者に対する措置
（現行法令の規定内容）

同じ作業場所にいる労働者以外の者に対する措置
（新たに追加する規定内容）

危険箇所への立入禁止 立入を禁止する義務 立入を禁止する義務

特定の場所での喫煙・飲食禁止 喫煙・飲食を禁止する義務 喫煙・飲食を禁止する義務

危険性等に関する掲示 掲示して知らせる義務 掲示して知らせる義務

事故発生時の退避 退避させる義務 退避させる義務

請
負
人
に
指
揮
命
令
は

で
き
な
い
た
め
周
知
義
務

○ 上記内容の省令改正案については、１月31日の労働政策審議会安全衛生分科会で答申が得られたことから、令和４年４
月15日に改正省令を公布したところであり、令和５年４月１日に施行予定。

（２－８関係）
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